
 

【歳入の特徴】
◎市税の減
　景気低迷に伴う法人市民税・個人市民
　税の減・評価替に伴う固定資産税の減
　により
　１１５億２千万円→１０８億８千万円
◎地方交付税の増
　３３億７千万円→４０億円
◎国庫支出金の増
　定額給付金給付事業補助金・地域活性化
　経済危機対策臨時交付金等の増により
　22億円→３９億５千万円
◎地方債の増
　臨時財政対策債の増・減収補てん債の
　減により
　１９億４千万円→２２億３千万
◎その他収入の減
　自動車取得税交付金の減・地方消費税
　交付金の増などにより
　１4億2千万円→１２億円

【主な事業】
◎子ども医療費支給事業
　通院については中学校就学前まで・入院について
　は中学校卒業までを対象
☆生活・介護支援サポーター養成事業…地域に
　おける高齢者を支援するための体制づくりを構築
　するために生活・介護支援サポーターを養成
☆妊婦一般健康診査事業…公費負担を５回から
　１４回に拡大
◎多目的グランド整備事業…西部地区（市水道
　庁舎脇）および長野地区（長野一丁目）
☆総合福祉会館中庭改修事業
◎南大通線街路事業
◎小・中学校施設整備事業…中学校全校普通教室
　等扇風機設置工事、南河原小学校屋内運動場耐震
　補強及び改修工事等
◎行田ブランドＰＲ事業
◎小学校英語活動推進事業（元気なぎょうだ
　のびのび英語教育事業）
◎少人数学級編制実施事業…小学校１年生から３
　年生まで・中学校全学年で少人数学級編制を実施
☆市制施行６０周年記念事業
　☆は平成２１年度に行った新規事業です。

　歳入においては、市税が全体の４１．４％を占めていますが、景気低迷による法人市民税・個人市民税の減や評価替え
等に伴う固定資産税の減などにより、昨年度と比べ大幅な減となっています。２番目に多い地方交付税については、普通
交付税で「地域雇用創出推進費」が創設された影響などにより６．３億円の増となっています。３番目に多いのは国庫支
出金の１５％で、国の政策による定額給付金補助や地域活性化臨時交付金などにより、１７．５億円の増となっていま
す。次いで多いのは、市債の８．５％ですが、臨時財政対策債の大幅な増により、全体として２．９億円の増となってい
ます。
　歳出については、生活保護扶助費や国民健康保険事業会計への繰出金の増などにより民生費（児童・高齢者・障害者の
福祉の向上のための経費）が２９．９％と高い割合を占めています。次いで、定額給付金給付事業費や選挙執行費の増な
どにより総務費（市の全般的な事務や交通安全・コミュニティ事業のための経費）が１７．３％、土木費（道路や公園な
どの社会基盤の整備のための経費）が１５．６％、教育費（学校教育・生涯学習の充実のための経費）が１２．１％と
なっています。
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　 市税は、地方公共団体の歳入の根幹をなすものであり、住民の方に対する行政サービスを提供するために、欠かすこ
とのできない重要な財源です。グラフは、過去５年間の市税の推移ですが、ここ数年、歳入全体の半分近くを占めてい
たものが、平成２１年度については前年度に引き続き景気悪化の影響を受け、市税収入が大幅に減少したことに加え、
他の歳入の増もあり、歳入の４割余りを占めるにとどまりました。
　具体的には雇用情勢・給与水準の悪化等に伴い個人市民税が１億６千万円の減、製造業の減産や金利低下による銀行
収益の減少等に伴い、法人市民税が２億９千万円の減となっています。
　また、平成21年度は土地と家屋について3年ごとに価格（評価額）を見直す評価替えの年度にあたり、評価替えによ
り課税標準が減少した結果、固定資産税は１億5千万円の減となっています。
　なお、軽自動車税については国のエコカー減税・補助金の影響もあり微増となっています。

【歳入の特徴】
　歳入規模については、長野工業団地分譲地の売却により
大幅に歳入が増加した平成１７年度を除いて、概ね２４０
億円程度で推移してきました。平成２1年度については、
長引く景気低迷の影響により市税収入が大幅に減少したほ
か、個人消費の落ち込みにより自動車取得税交付金などの
各種交付金が減少しています。一方、定額給付金給付事業
等の国の政策により国庫支出金が大幅に増加したほか、普
通交付税や臨時財政対策債も増加したため、前年度と比較
し、歳入規模は１５億７千万円の増となりました。

【歳出の特徴】
　歳出規模については、長野工業団地分譲地の売却に伴う
土地開発公社からの用地の買戻しにより大幅に歳出が増加
した平成１７年度を除き、概ね２３０億円程度で推移して
きました。平成２１年度については、南大通線街路事業等
の土木費や職員給与等の人件費が減少した一方、定額給付
金給付事業などの補助費や生活保護費をはじめとする各種
扶助費が増加しました。また、国民健康保険事業等への繰
出金も増加したことにより、歳出規模は前年度と比較し、
１４億７千万円の増となりました。
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 総額：　９，９７４，１８５千円

※所得税からの税源移譲(H１９)



（単位：千円）

歳入決算額
うち一般会計
からの繰入金

歳出決算額 実 質 収 支

8,487,431 805,912 8,313,727 168,874

2,989,958 1,300,000 2,864,829 123,699

35,687 ― 19,169 16,518

59,402 ― 19,579 39,823

122,327 105,904 122,327 0

4,382,575 642,428 4,255,539 127,036

130,007 58,000 124,197 5,810

654,747 157,000 635,279 19,468

   

介 護 保 険 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

国 民 健 康 保 険 事 業

下 水 道 事 業

交 通 災 害 共 済 事 業

老 人 保 健 事 業

長 野 土 地 区 画 整 理 事 業

簡 易 水 道 事 業

会 計 名

～特別会計とは？～
　特定の事業をより円滑に進めるために、一般会計から分離して別に収支経理を行うもので、国の
法律や市の条例によって設けることができる会計制度です。

実質収支とは、歳入歳出決算の差引額から繰越事業に充てる額を控除した
実質的な翌年度への繰越額です。
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後期高齢者医療

【主な特別会計歳出決算額の推移】



（平成2２年３月３１日現在）

非 木 造(㎡）     計    　(㎡）

5,212.87 7,010.78 7,018.70

12,418.24 3,323.33 4,717.76

75,649.87 13,980.69 13,990.61

436,201.15 136,804.32 137,195.59

44,856.07 35,056.26 37,116.51

550,472.39 7,467.23 8,778.09

279,066.29 64,390.18 66,956.46

1,403,876.88 268,032.79 275,773.72

146,800.26 815.77 5,535.81

1,550,677.14 268,848.56 281,309.53

※ 行政財産…行政上の用途・目的に供されるもので、売払いや交換等の処分が制限されている財産

・ 公用財産…専ら職員が仕事を行うために使う財産

（本庁舎、消防庁舎、下水処理場、ポンプ場等）

・ 公共用財産…専ら住民の利用に供する財産

（学校、公園、公民館、図書館、総合体育館、コミュニティセンター、老人福祉センター等）

※ 普通財産…上記以外の財産

　　 　　　　　　　　　　　　　　

　　

計

合 計
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　　　　※H２１年度の職員退職手当基金の現在高は、出納整理期間中の取崩しを反映させた残高を記載しています。
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　基金には、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立てるものと、特定の目的のために定額の資金を運用するも
のの２種類があり、本市では平成2１年度末現在で２１の基金が、それぞれの目的に応じて設置されています。今回はそ
のうちの主要な５つの基金の推移を掲載しています。
　財政調整基金は、経済の不況などによる大幅な税収減や災害の発生による予想外の支出増等に備え、長期的かつ計画的
な財政運営を行うため、財源の余裕のある年度に積立てを行ってきた基金です。長引く景気の低迷の影響により基金の取
り崩しを行ってきているため、基金の残高は年々減少傾向にありますが、平成２１年度は取り崩しを行いませんでした。
　商業振興基金は商業振興を目的とする諸事業の資金に充てるために設置された基金です。平成２１年度の取り崩しにつ
いては、市内での消費促進・拡大を図るために行われた「レシート大作戦」などに充てられています。
　また、合併後の地域の連携強化や振興のための財源として、合併特例債を活用した地域振興基金を平成１９年度に設置
し、平成２３年までの５年間で総額１６億円を積み立てることとしています。
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【主な基金現在高の推移】



　市債は、道路や河川・公共施設の整備などを行うとき、国などから長期にわたって借入れるお金の
ことで、家計に例えると「借金」にあたります。また、市債には「特例地方債」という後年度の返済
の際に全額または一定割合が交付税に上乗せされ、国から交付されるものもあります。
　なお、平成２１年度についても市債の償還額が新規発行額を上回っているため、市の借金残高は減
少しています。

　　

14,751

67,699

180,500

153,336 129,008

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000

南河原地区
簡易水道事業会計

水道事業会計

下水道事業会計

一般会計

市民１人当たりの市の借金残高

平成２１年度末現在

470.8481.6
495.3506.5

514.6

359.4
378.1

397.4
412.4

427.4

340.0
360.0
380.0
400.0
420.0
440.0
460.0
480.0
500.0
520.0

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

市の借金残高の推移

※Ｈ１７年度以前も旧南河原村分を合算して比較しています。

平成２１年度末現在

行田市の借金の状況～今の残高はどのくらい？～

市民１人当たり合計　５４万５，２９５円

 豆知識
　
 　ほかの市と比べた行田市の状況

○市民１人当たり借金残高
　県内４０市中多いほうから８位
（Ｈ２０決算）となっています。
（特別会計・企業会計含まない）

○実質公債費比率
　　 ８．５％（Ｈ２０決算）
　　 県内市の平均　９．４％
　これは、市の借金全体の返済に関
する指標です。低いほどよい指標で
す。（危険水域１８．０％以上）
　県内４０市中良いほうから１５位
と平均よりも良い位置にいます。
　
　借金の返済の指標では、交付税で
補てんされるものを多く借り入れて
いることなどから県内の比較では平
均値となっていますが、借金の残高
は、依然として多いほうですので、
これからも借金の減額に積極的に取
り組みます。

全会計

人口：８６，３３５人
（H22.4.1現在）

億円

282,344

特例地方債

特例地方債を除いた推移

円



 (単位：千円）

元金 （Ｃ） 利   子 計 国からの借入
民間等（銀行

等）からの借入

1 総 務 債 910,413 312,000 48,118 13,442 61,560 1,174,295 6,853 11,915 1,162,380

2 民 生 債 1,367,806 0 120,952 19,762 140,714 1,246,854 29,140 0 1,246,854

3 衛 生 債 299,453 0 46,262 5,018 51,280 253,191 0 5,111 248,080

4 農 業 債 287,570 45,000 7,805 3,736 11,541 324,765 0 133,794 190,971

5 土 木 債 5,208,047 427,300 618,373 95,680 714,053 5,016,974 182,020 1,035,594 3,981,380

6 住 宅 債 327,433 0 33,094 14,336 47,430 294,339 17,586 294,339 0

7 消 防 債 301,837 15,800 46,871 2,424 49,295 270,766 7,740 0 270,766

8 教 育 債 4,519,533 59,700 608,801 83,569 692,370 3,970,432 164,390 739,512 3,230,920

9
土 地 開 発 公 社
経営健全化対策資金
貸 付 事 業 債

807,900 0 269,900 8,573 278,473 538,000 0 0 538,000

10 同 和 対 策 事 業 債 170,160 0 21,505 8,798 30,303 148,655 7,967 148,580 75

11 臨時税収補てん債 302,223 0 30,864 6,138 37,002 271,359 8,307 271,359 0

12 減 税 補 て ん 債 2,331,891 0 264,057 30,787 294,844 2,067,834 68,399 2,067,834 0

13 臨時財政対策債 7,415,144 1,170,519 286,929 103,275 390,204 8,298,734 458,686 5,953,443 2,345,291

14 減 収 補 て ん 債 300,000 200,000 0 4,378 4,378 500,000 0 0 500,000

計 24,549,410 2,230,319 2,403,531 399,916 2,803,447 24,376,198 951,088 10,661,481 13,714,717

※特例地方債
　　臨時税収補てん債…地方消費税（消費税5%のうち1%分）導入時（H9）に税収が一年分に満たなかったため、この減収額に
                               　対して借り入れたもの。
　　減税補てん債…景気回復を目的に国の政策により個人市民税の定率減税などが実施され、その減収分の補てんをするため
                          に借り入れたもの。
　　臨時財政対策債…本来必要な普通交付税の所要額を、財源不足により国が各自治体に満額配分できない状態が続いてい
                              ることから、その普通交付税の不足分を国と地方が折半して補てんするため、地方負担分として各自治体
　　　　　　　　　　　　　　 が借り入れたもの。
    減収補てん債…地方税の収入額が、国の地方財政計画に基づき算出される標準的な税収入額を下回ったため、その減収を
                          賄うために借り入れたもの。
    ☆これらの市債は、後年度の返済の際にその全額または一定割合が交付税に上乗せされ、国から交付されます。

一般会計目的別の内訳はこのようになっています
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